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大学・民間等廃棄物への取り組み状況

=物流システム事業化調査検討状況＝

平成２３年2月16日

（財）原子力研究バックエンド推進センター

第6回研究施設等廃棄物連絡協議会

資料6ー4
RANDEC
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廃棄物区分・発生量（大学・民間等+燃料加工）

• 大学・民間等事業者数：約
80事業者（約100事業所）

• 大学・民間等事業者のウ
ランに汚染された廃棄物
についてはトレンチ処分
相当に区分して集計

• 燃料加工事業者のウラン
廃棄物については、トレン
チ処分相当に区分された
廃棄物を集計

• 大学・民間等事業者の発
生量は、Ｈ19年度ＲＡＮＤ
ＥＣ調査結果
燃料加工事業者の発生量
は、Ｈ20年度ＲＡＮＤＥＣ調
査結果

RANDEC
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大学民間等の低レベル放射性廃棄物の
核種の種類

廃棄物区分 発生原因 廃棄物に含有される
核種例

発生比率

ウラン廃棄物 ウランの使用 U-235, U-238 69％

βγ廃棄物
研究炉における中性子照
射による放射化

Co-60 , Ni-63 7％

その他
破損燃料の使用
TRU核種の使用
核燃料RI混合物の使用
照射化されたRIの使用

Am-241, Pu-242, 
Np-237, Am-241, 
Ra-226,Ra-228, 
Eu-152, Fe-55

24％

ウラン核種のみを含む廃棄物が多い。
○処分の安全基準等の制度整備が途上
○含まれるウラン量・濃度の評価が容易ではない

RANDEC
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発生事業者からの払出し希望時期

ほとんどの事業所は、物流システム実現後速やかに廃棄物を払出すことを希望。

早期の払出しに物流システムのみで答えると施設設計に合理性を欠くことになる。早期
払出しに合理的に対応するためには以下の方策を総合的に検討することが必要。

・クリアランスの適用

・物流システムでの受け入れ保管量の増加

早期払出しの理由

RANDEC
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廃棄物および発生事業者の特徴

① ウラン廃棄物が大半

② 少数廃棄物の保有事業所が多い

③ 早期搬出希望（昭和30年代～保管）

④ 費用負担軽減希望

5

RANDEC

全国共通の保管・処理施設が必要
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物流システム事業化調査検討実績

20年度 21年度 22年度

ビジネスモデル検討
経済性評価（Ⅰ）事業計画検討 経済性評価（Ⅱ）

廃棄物データベース構築

開梱分別＆処理方策検討

確認方法検討＆技術開発

処理設備の概念設計検討
事業申請内容調査

技術・設備検討

情報発信

RANDEC
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▽HP開設 ▽発生者向け説明会

○ 「RI・研究所等廃棄物処分の実現に向けた取り組みについて」（H18.9.12）を踏まえて、
RANDECでは、 大学・民間等発生事業者が保有する廃棄物量調査等を実施

○ 物流システム事業化調査では、民間６社より、資金・人材の提供・協力を受けて、３ヵ年の検討を実施
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大学・民間等廃棄物処理処分の物流

セメント固化施設

約130ｍ

約200ｍ

開梱分別施設

第１倉庫第２倉庫第３倉庫
外構
（２重フェンス）

焼却+排水処理施設

大学・民間等発生事業所
全国約１００事業所

物流システム拠点設備
（保管・処理 ）

埋設処分場（原子力機構）

（集荷 ）
（搬出 ）

（発生事業所の所在地イメージ）

RANDEC
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物流システムプロセスフロー

・開梱分別から廃棄体製造までの間に、廃棄体確認に必要な放射能濃度測定を実施する。

RANDEC

可燃物

樹脂等

焼却＊

セメント均質・
均一固化体

金属、コンクリート

フィルター類、ゴム等

圧縮

セメント
充填
固化

セメント
充填固化体

埋設処分

事業者へ

引き渡し

セメント
均質・均一

固化

粉粒体

雑固体

受入確認 開梱分別
放射能種類・量確認

（処分場許認可用）
輸送

廃棄体確認 輸送

輸送物確認

廃棄物発生事業所 処理施設

埋設処分場処理施設

保管

フレキシブルコンテナ
収納廃棄物
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開梱・分別施設イメージ
①開梱・分別

④セメント固化

②放射能
濃度測定

③ドラム缶充填

⑤廃棄体確認

RANDEC
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物流システム事業の費用構造評価例

初期資本充当（３万本保管庫）ケース

人件費

処理材料費
水光熱費

修繕費

償却費

借入利息

その他費用

現状復帰費用
保管･処理収益

補助金、寄付金等収益
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08 12 16 20 24 28 32 36 40 44 48 52

現状復帰費用

その他費用

開業費

借入利息

償却費

修繕費

水光熱費

処理材料費

人件費

補助金、寄付金等

保管処理収益

百万円

西暦

10

物流システム事業は人件費が40％程度を占める。

（要員数30名を想定した場合）

RANDEC
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放射能濃度測定方法の開発
文科省受託事業
「低レベル放射性廃棄物の放射能濃度及び数量評価方法開発」

目的：
ウラン廃棄物の放射能濃度評価方法を開発

開発期間：
H21から23までの３か年で評価手法確立、実用化はH24以降

Ge検出器を用いた測定状況

模擬廃棄物
（左：密度均一、右：密度不均一）

RANDEC
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2009年12月1日公開

全国80発生事業者皆様へ通知

2009年12月より累計アクセス数：
10,582件（2011.2.14現在）

RANDEC
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• ＲＡＮＤＥＣ 発生事業者説明会（2010/5/13）：40事業者が参加

• 原子力機構 埋設事業に関する説明会 （発生事業者向け）

–第１回（2010/1/27）：物流システム事業検討状況の発表

–第２回（2010/10/7）：放射能評価方法の開発状況の発表

大学・民間等発生事業者への説明・情報提供 RANDEC
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今後の概略スケジュール

-1 0 1 2 3 4 5 6
大工程

事業工程

新公益法人
体制

事業準備 事業開始 操業

立地決定 基本設計 詳細設計 施設建設

事業主体設立
事業許可申
請準備

申請

契約手法 各社契約開始

操業
開始

新公益法人
申請

新公益法人発足

事業準備期間においては、事業開始に向けた
組織・資金・技術確立・立地等の整備を進める

RANDEC

※ 埋設処分開始に合わせて操業可能なように立地を進めることが肝要
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廃棄物処理等から見た課題

（1）技術事項の整備促進

① ウラン廃棄物の廃棄体技術基準等の整備

② 有害物混入の研究施設等廃棄物の取扱

③ 発生者廃棄物情報の把握

（２）事業調査から事業準備へ

① 事業開始及び施設建設資金確保

② 事業要員確保

③ 物流システム拠点の立地

（３）処理処分の連携強化

① 原子力機構との連携を強化することが必要

RANDEC


